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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

工場等立地促進制度に関する業務

企業からの相談に対する対応、仲介業務

本事業の
主な業務

執行体制

0

※年度別事業費の推移は
奨励金の交付件数により
推移する。

※年度別事業費の推移は
奨励金の交付件数により
推移する。

※年度別事業費の推移は
奨励金の交付件数により
推移する。

30,000

作成日

細事業名

令和7年度

事務事業を
構成する
予算事業

目的
※何のために

工場等立地促進事業

本市の産業振興及び雇用機会の拡大に寄与するため。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

工場等立地促進制度による奨励措置のほか、市内に工場等の設置を検討している企業からの相談、仲介依頼などに対応
する。

成果
※何を求めるか

企業の立地を促進し、新たな雇用創出を図る。

項

総
合
計
画

主要プロジェクト

深谷市工場等立地促進条例

根拠法令
個別計画等

事業区分 ■ □

令和8年度

33,571,740

前年度決算額（円）

一般会計

目

6,539,981

0.75

6,539,981

6,509,981 6,509,981

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

54,786,447 35,932,607

13,971,447 2,360,867

1.80 0.30 0.75

0

決算額

国支出金

中項目 2 雇用とにぎわいを生み出すまちづくり

0

35,165,000 33,354,763 0 0

41,015,000

0 0 0 0

216,977 30,000 30,000

単位：円

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

3

本市の産業振興及び雇用機会の拡大を目的に、工場等を設置する事業者に対して奨励措置を行うなど、市内に企業を誘
致するための取組を行う。

担当課

県支出金 0 0 0 0

5,650,000

商工業振興費

事務事業

1

事業概要

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事
業
費 地方債 0 0

40,815,000 33,571,740 0

※年度別事業費の推移は
奨励金の交付件数により
推移する。

年度別計画

33,769,000 30,000

令和05年06月20日(火)

産業ブランド推進室 担当係 企業誘致推進係 管理番号 38431企業誘致及び立地促進事業

活力とにぎわいにあふれるまち

商工業の振興

令和6年度

商工費 商工費

工場等（農業、製造業及び運輸業）を市内に建設する新規企業もしくは施設の新設等を行う既存企業



活動
・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

B

目標値の算定根拠/実績値の出所

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 企業誘致推進係長　小暮　正樹

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

目標値

実績値の算出式

　

　

目標値

実績値

区分

工場等立地促進制度利用件数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

誘致企業の新規雇用者数 目標値

実績値

評価評価の観点区分

　

評価理由・指標数値の推移
　企業からの個別相談には随時対応したほか、県などの関係機関との連絡調
整を行い、企業情報の収集を行った。

0.00 3.00 3.00 3.00 3.00

0.00

0.00

平成３０年度～令和４年度実績の1社あたり平均値を目標とする。　/　企業誘致台帳による

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

　業務内容の都合上、効率化を進められる部分は限られており、市ホーム
ページを活用した用地紹介など既に実施ししている内容が多いものの、引き
続き効率的な実施を目指し、検討を進めていく。

C

B

　令和４年度については、工場等の新設、拡張がなく、目標未達成だった。

成果

人

実績値

目標値

実績値

目標値

3.00

成果指標２

評価者 企業誘致推進係長　小暮　正樹

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

1.00
件

単
位

1.00 1.00 1.00 1.00

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

5.00

目標値の算定根拠/実績値の出所

成果指標１
実績値

年度によりばらつきが出るものではあるが、毎年１件を維持する。　/　企業誘致台帳による

３．評価指標

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

　

実績値



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

□ ②現状のまま継続 ■成果向上のための改善

■ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

区分 成果指標２ 指標名 誘致企業の新規雇用者数

区分 成果指標１ 指標名 工場等立地促進制度利用件数

令和6年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

７．改善改革プラン・今後の課題

令和5年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

　工場跡地等の現地調査を進め、現在市のホームページに掲載されている産業用地情報の更なる充
実や企業ニーズに合致する用地の情報把握に努めていく。

８．評価指標グラフ

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

　現状、工場等の新設、拡張意向のある企業がいたとしても、その工場等を
立地する用地が不足しているため、成果が上げにくい状況にある。今後はそ
の点を改善していく必要があるため、見直して継続という評価とした。

令和3年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

評価者 産業ブランド推進室長　柴野　晃彦

評価の内容説明

38431事務事業 企業誘致及び立地促進事業 担当課 産業ブランド推進室 担当係 企業誘致推進係 管理番号

0

2

4

6

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

0

1

2

3

4

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


